
（平成２１年1月２８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 23 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 16 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 14 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 10 件

年金記録確認兵庫地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



兵庫国民年金 事案 836 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 41 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 41 年３月まで 

    私は、Ａ市に住んでいたころ、国民年金保険料をさかのぼって納付するこ

とができる制度があると姉に勧められたので加入手続をし、夫と自分の保険

料をＡ市の職員に３回に分けて支払う約束をした。その日には支払わず、１

回目は２～３日後に、２回目は２か月後に、３回目はさらに２か月後にいず

れも集金に来た市の職員に支払った。同じ時に保険料を納付した夫の納付記

録は残されているが、私の納付記録が残っていないのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き、国民年金加入期間の国民年金保険料をすべて納

付しており、納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立人が特例納付をしたとする昭和 50 年３月から同年７月ごろまで

の期間は特例納付できる期間であるとともに、申立人及びその夫の国民年金手

帳記号番号は夫婦連番で払い出されており、申立人の夫については、申立期間

である 36 年４月から 41 年３月までの期間について、特例納付をしていること

が推認できる上、申立人は、自身が夫婦二人分の国民年金保険料を特例納付し

たとしており、納付を行った申立人のみが未納とされていることは不自然であ

る。 

さらに、申立人は申立期間において商店を経営しており、経済的に困る状況

はうかがえない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間について国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 



兵庫国民年金 事案 837 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 44 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 44 年３月まで 

    私は、国民年金制度ができた昭和 36 年当時からは国民年金保険料を納付

していなかった。50年12月末に役場から特例納付を勧められたので、夫が、

私の 12 年分の保険料を小切手と現金に分けて同じ日に納付した。 

小切手で納付した４年分の国民年金保険料の納付記録があるのに、現金で

納付した８年分の保険料については未納とされていることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き国民年金保険料の未納期間が無い上、申立人の夫

は、国民年金制度発足時から申立期間も含めて保険料を完納しており、申立人

の申立期間に係る保険料を特例納付したとする後の昭和 51 年以降は、夫婦二

人分の保険料を同日に納付していることが確認でき、夫婦共に納付意識が高い

ものと考えられる。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料納付に係る領収書を紛失してい

るものの、保険料を納付した当時に使用していたものとみられる、申立期間の

特例納付保険料額と一致する金額が記入された封筒を所持していることから、

申立期間に係る保険料を現金で特例納付したことが推認できる。 

さらに、申立人の夫は、自身の国民年金保険料が昭和 36 年４月から納付済

みであったため、これに合わせて申立人の保険料についても同年４月までさか

のぼって納付したと証言しており、その内容に不自然さは無い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間について国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 



兵庫国民年金 事案 838 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年 12 月から 63 年９月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 61 年４月 

             ② 昭和 62 年 12 月から 63 年９月まで 

             ③ 平成３年７月から６年 10 月まで 

             ④ 平成７年３月 

             ⑤ 平成 15 年８月から 17 年６月まで 

    私は、昭和 61 年４月に国民年金の加入手続を市役所で行って以降、国民

年金保険料については、市役所から送られてきた納付書に現金を添えて、Ａ

銀行又はＢ銀行の窓口で、元夫の分と一緒に納付していた。 

    また、申立期間のうち、平成 15 年８月から 17 年６月までの期間について

は、市で民生委員に申請免除の手続方法を教えてもらい、市役所で手続をし

た。記録に誤りがあるので申立期間についてよく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、申立期間②については、当時同居していた申立人の元夫が、

昭和 62 年 12 月ごろ、自身と申立人の国民年金の加入手続のため市役所へ行っ

たと証言しているところ、元夫の国民年金手帳記号番号は 63 年１月に払い出

されていることが確認できる上、市役所によると、加入手続後１か月程度で納

付書を発行していたとしていることから、申立人に係る納付書も発行されてい

ると推認され、申立人は、当該期間の国民年金保険料を納付していたと考える

のが自然である。 

一方、申立期間①、③及び④については、申立人及びその元夫が当該期間に

係る国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

等）が無い上、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周



辺事情も見当たらない。 

また、社会保険庁のオンライン記録によると、申立期間①、③及び④につい

ては、申立人が第３号被保険者ではなく、第１号被保険者として認識されたの

は、平成８年３月 11 日であることが確認できることから、当該期間について

は、当時、申立人は第３号被保険者であるとして納付書が発行されなかったも

のと推認できる。 

さらに、申立期間⑤については、市の被保険者名簿によると、平成 16 年２

月から同年６月までの期間及び 17 年４月から同年６月までの期間について、

免除申請が却下されていることが確認でき、却下された期間、及び同一の収入

条件から審査される、却下された期間の終期から１年間をさかのぼる期間（15

年８月から 17 年６月まで）について、免除申請が承認されたとは認め難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 62 年 12 月から 63 年９月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認められる。 



兵庫国民年金 事案 839 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、納 

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年４月から同年９月まで 

    私は、結婚前は国民年金に加入していなかったが、昭和 45 年４月に結婚

した際、姑が役所に行って私の国民年金の加入手続を行ってくれた。その後

は 60 歳まで国民年金保険料をすべて納付しているにも関わらず、申立期間

の６か月間だけ未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 45 年４月に国民年金に加入して以降、申立期間を除き、国

民年金保険料をすべて納付しており、納付意識が高いことがうかがえる。 

また、申立人は、３か月ごとに市役所で納付し、領収書の発行を受けたとし

ているところ、同市によれば、同支所において、申立人が主張する納付方法は

可能であったとしている。 

さらに、申立期間は６か月と短期間であり、申立期間において、市内での住

所変更はみられるものの、申立人及びその夫の仕事に変更は無く、経済的な問

題も無いとみられることから、申立期間の６か月のみが未納となっていること

は不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間について国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 



兵庫国民年金 事案 840 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年９月の国民年金の定額保険料及び付加保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年９月 

    私は、申立期間当時、近所に住んでいた友人から国民年金への加入を勧め

られ、老後のことを考えて、昭和 49 年９月に市役所で国民年金に任意加入

した上で、同時に付加年金の手続も行い、国民年金保険料（付加保険料を含

む。）を納付していたはずなのに、社会保険庁の記録が未納となっているこ

とに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間以外に国民年金保険料の未納は無く、第３号被保険者期

間を除くすべての国民年金加入期間で付加保険料を含めて納付していること

から、納付意識の高いことがうかがえる。 

また、申立人の所持する国民年金手帳によると、昭和 49 年９月 30 日に国民

年金に任意加入し、同日に付加保険料を納付する旨の申出も行っていることか

ら、同月分からの定額保険料及び付加保険料を納付する意思があったものと推

認できる。 

さらに、市によると、国民年金の加入手続時に、申出があれば手書きの納付

書を発行していたとしており、納付意識の高い申立人が、納付書を受領し、国

民年金の任意加入をした昭和 49 年９月の定額保険料及び付加保険料を併せて

納付していたと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間について国

民年金の定額保険料及び付加保険料を納付していたものと認められる。 

 



兵庫国民年金 事案 841 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 62 年 12 月から 63 年９月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 62 年 12 月から 63 年９月まで 

             ② 平成３年７月から７年３月まで 

    年金に関しては、離婚した元妻がすべて管理していたため、詳細は不明だ

が、元妻が間違い無く国民年金保険料を納付していたとしているため申し立

てた。 

    昭和 62 年 12 月から 63 年９月までは国民年金の加入手続を自分で行って

おり、収入も安定していた時期であるため、納付書が届いていたら納付して

いないとは考えられない。また、平成３年７月から７年３月までは元妻が国

民年金保険料を納付していたとしているため、申立期間の記録について調査

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、申立期間①については、申立人自身が国民年金の加入手続

を行ったと主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 63 年

１月に払い出されていることが確認できる上、市役所によると、加入手続後１

か月程度で納付書を発行していたとしていることから、申立人に係る納付書が

発行されていると推認され、申立人は、当該期間の国民年金保険料を納付して

いたと考えるのが自然である。 

一方、申立期間②については、申立人及びその元妻が国民年金保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、ほかに当該

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立期間②において、申立人の国民年金保険料を納付していたとする

申立人の元妻に係る社会保険庁のオンライン記録によると、元妻は、当該期間



において、厚生年金保険加入期間を除くすべての国民年金加入期間について国

民年金保険料の納付が確認できない上、申立人の元妻が第３号被保険者ではな

く、第１号被保険者として認識されたのは、平成８年３月 11 日であることが

確認できることから、当時、申立人の元妻は第３号被保険者であるとして、納

付書が発行されていなかったものと推認でき、申立人の元妻が申立人の保険料

のみを納付したとするのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 62 年 12 月から 63 年９月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認められる。 



兵庫国民年金 事案 842 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年７月から 49 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年７月から 49 年３月まで 

    私は、自営業を営む夫の分と一緒に国民年金保険料を納付してきた。申立

期間について、夫は納付済みと記録されているのに、私の分は未納とされて

いることに納得できない。３か月ごとに自宅に来た女性の集金人に納付し、

その際、領収証を受け取っていたが、紛失してしまった。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 42 年４月に国民年金に加入して以降、国民年金加入期間に

ついて、申立期間を除き、国民年金保険料をすべて納付しており、納付意識が

高いことがうかがえる。 

また、申立人は、夫婦一緒に国民年金保険料を納付したとしているところ、

申立期間について、申立人の夫の国民年金保険料は納付済みとなっていること

が確認できる上、申立期間は９か月と短期間であり、申立期間の前後で申立人

及びその夫の仕事や住所に変更は無く、生活状況に大きな変化が認められない

ことから、申立期間の９か月のみが未納となっていることは不自然である。 

さらに、市によれば、申立期間当時、３か月ごとに集金人が国民年金保険料

を収納し、領収証を発行していたとしており、申立内容と一致する。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間について国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



兵庫厚生年金 事案 359 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年４月１日から 39年４月 21日まで 

私は、申立期間に働いていたＡ社Ｂ支店を退職する際、同社の庶務係か

ら、脱退手当金を受け取るか、受け取らずに厚生年金保険加入期間を残す

かを選ぶようにと説明を受け、脱退手当金を受け取らないことを選んだ。

その時、脱退手当金を受け取らないことを証する旨の証明書を受け取った

が、昭和 47年４月に引っ越しをした際に紛失してしまった。後年、同社に

証明書の再発行を依頼すると、オレンジ色の年金手帳が書留で郵送されて

きたので、これがその証明となるものと安心していた。 

65歳の年金裁定請求に際し、納付記録を照会したところ、昭和 39年８月

３日に脱退手当金が支給されている記録となっていることが分かったが、

私は受給していないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、当時のＢ支店において脱退手当金の代理請求を行っていたか否かは

不明としている上、申立人の元同僚は、同事業所を退職後に自ら社会保険事務

所で脱退手当金の受給手続を行ったと証言しており、同事業所が脱退手当金の

代理請求を行っていなかった可能性が高い。 

また、この元同僚は、申立人が将来の厚生年金保険の受給について話してい

たことを記憶していると証言している。このことは、申立人が昭和 62 年に厚

生年金保険に係る年金手帳の再発行を受けている事実とも符合する。このため、

申立人がＡ社Ｂ支店を退職した時に、脱退手当金を受給しないことを選択し、

後年、将来の厚生年金保険の受給を意識していたとする申立人の主張は上記の

周辺事情と一致する上、また、第３号被保険者として生活環境に特に大きな変

化が無い時期に年金手帳の再発行を依頼していることからみても、申立内容の



信ぴょう性は高い。 

さらに、脱退手当金が支給されたとする額は、法定により支給すべき額と

250円相違している。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



兵庫厚生年金 事案 360 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年３月１日から 45年４月 16日まで 

    平成 18 年８月に、厚生年金保険の受給見込額を知るために被保険者記録

を照会したところ、Ａ社で勤務した昭和 41年３月１日から 45年４月までの

約４年間の厚生年金保険の加入期間について、脱退手当金が支給済みとされ

ていた。 

    私は、Ａ社を退職した後、すぐに公務員になって定年まで働き続けてきた

し、脱退手当金という制度についても知らなかったので、厚生年金保険を脱

退し、一時金を受給したとされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社を退職した後、すぐに共済組合に加入しており、脱退手当金

が支給されたことになっている昭和 45 年８月４日には、既に職員として勤務

していることを踏まえると、申立人が長期間勤め続ける意思があったものと認

められることから、脱退手当金を請求する意思を有していたとは考え難い。 

また、Ａ社の被保険者原票に記載されている被保険者で、申立人が資格喪失

した昭和 45年４月の前後４年間に資格喪失し、かつ受給資格がある 10人（申

立人を除く。）の記録を見ると、脱退手当金を受給している者はそのうち１名

のみであることから、事業主による代理請求が行われたとも考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



兵庫厚生年金 事案 361 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年５月１日から 35年５月１日まで 

私は、Ａ県にあったＢ社に勤務していた６年間の厚生年金保険被保険者

加入期間について、社会保険庁の記録上、脱退手当金を支給済みとされて

いることを、平成９年ごろに知った。 

当時私は、事務員として労務関係の仕事をしており、脱退手当金を受給

すれば将来年金を受けられなくなることを知っていたので、退職時には脱

退手当金の受給を申請しなかった。また、他の従業員に支給されたことも

なかった。支給済みとなっている記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給した場合、当時の事務処理において厚生年金保険被保険者

証に脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示をすることとされていたが、申

立人が所持する厚生年金保険被保険者証には「脱」の表示が無い。 

また、Ｂ社に係る厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の整理番号の

前後 14 人の女性の被保険者の記録を見ると、申立人より前に退職し、かつ、

脱退手当金の受給資格を満たしていた３人については、いずれも脱退手当金が

支給されていない。このことは、当時労務関係の業務に従事し、同事業所では

脱退手当金の支給実績は無かったとする申立人の主張と一致する上、申立人が

在籍している間には事業主による代理請求は行われていなかったと考えられ

る。 

さらに、申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資

格喪失日から約３か月後の昭和 35 年８月１日に支給決定されたこととなって

いるが、申立人は、36 年２月６日に別の事業所で厚生年金保険に加入し、同

年９月１日に同被保険者資格を喪失した直後からは国民年金保険料を納付し

ていることから、将来の年金受給を意識していたとする申立内容は信ぴょう性

が高く、脱退手当金を請求する意思を有していたとは認め難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



兵庫厚生年金 事案 362 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 22 年６月１日から同年９月１日までの期

間については、Ａ社に勤務し、厚生年金保険の被保険者であったと認められる

ことから、同社における申立人の被保険者期間のうち、資格喪失日（同年６月

１日）及び資格取得日（同年９月１日）に係る記録を取り消すことが必要であ

る。 

なお、当該期間の標準報酬月額を 600円とすることが必要である。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 26年２月 28日から同年３月５日ま

での期間については、Ａ社に勤務し、厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認められることから、同社Ｂ工場における資格喪失日に係る

記録及び同社本社における資格取得日に係る記録を同年３月１日に訂正し、同

年２月の標準報酬月額を 6,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かは明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 22年６月１日から同年９月１日まで 

             ② 昭和 26年２月 28日から同年３月５日まで 

    私は、昭和 18年９月から 55年１月までＡ社に勤務しており、途中何回か

転勤があったが退社はしたことが無い。 

①の期間については、転勤もしていないため空白が発生するはずがなく、

②の期間については、Ｃ県の工場からＤ県の本社への転勤であるので、厚生

年金保険加入は継続しているはずである。ずっと同じ会社に勤めていたのに

未加入期間が発生することに納得できないので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社の人事に関する記録から、申立人は、昭和 18

年９月 22日から 55年１月 18日まで継続して同社に勤務していたことが認

められる。 



２ 社会保険庁が保管する申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（以下、

「台帳Ｅ」という。）を見ると、同台帳には、Ａ社に係る資格取得日欄に「昭

和 19年６月１日」、資格喪失日欄に「同日」、資格喪失の原因欄に「除外」

の記載があるものの、これらの欄には二重線で抹消された形跡があり（資

格取得日等の日付は確認できないが、資格喪失の原因欄に「郵年」の文字

が確認できる）、同台帳では、申立期間①の期間に係る記録の変遷について

は記載はされておらず、当該期間は被保険者期間が継続していることが確

認できる。当該期間の後については、同社Ｂ工場に係る 23年１月２日（資

格取得日）以降の厚生年金保険被保険者期間が記載されていることが確認

できる。 

３ 社会保険事務所が保管するＡ社に係る被保険者名簿を見ると、申立人の氏

名が記載された名簿は、資格取得日が昭和 18 年９月 22 日（資格喪失日 22

年６月１日）の名簿（以下「名簿Ｆ」という。）及び資格取得日が 22年９月

１日（資格喪失日 23年１月２日）の名簿（以下「名簿Ｇ」という。）がある

ことが確認できるものの、名簿Ｆ及び名簿Ｇに記載された厚生年金保険の被

保険者期間については、台帳Ｅに記載が無い。 

また、名簿Ｆの資格喪失日欄を見ると、昭和 21年 10月１日の記載に抹消

線が引かれた上で、22年６月１日と記載されていることが確認できる。 

さらに、名簿Ｇでは、健康保険の番号欄が空白であり、厚生年金保険の被

保険者番号欄の記号が「4101」と記載（健康保険の番号欄が記載されている

者は「阪い」の記載。）されていることから、当該記録は昭和 40年以降に追

加記入されたものと推認される。 

加えて、名簿Ｆの資格喪失日欄に、昭和 21年 10月１日の記載に抹消線が

引かれた上で、22 年７月１日と記載されていることが確認できる者につい

ては、名簿Ｇにおいて、同日が資格取得日になっており、申立人のみが異な

った取扱いとなっている。 

４ 名簿Ｆにおいて、申立人を含む多数の者に「郵」を○で囲んだ記載がある

こと、及び台帳Ｅの記載から判断すると、当時、Ａ社は、団体郵便年金に加

入していたものと推認され、当該制度に加入している場合は、労働者年金保

険法の制定時から、「団体郵便年金掛金の労働者年金保険への移管」、「団体

郵便年金加入者に対する労働者年金保険の適用除外」及び「いったん適用除

外された者が厚生年金保険に適用されるに至った場合における被保険者期

間の加算」という三つの調整が行われていたことから、団体郵便年金の加入

期間については厚生年金保険の被保険者であったと考えられる。 

５ これらを総合的に判断すると、台帳Ｅ、名簿Ｆ及び名簿Ｇにおいて記録の

齟齬
そ ご

がみられることから、申立人に係る被保険者記録が適正に管理されてい

たとは言い難く、申立人について、Ａ社に係る厚生年金保険の被保険者資格

を昭和 22年６月１日に喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該



処理に係る記録は有効なものと認められないことから、申立人の資格喪失日

は 23年１月２日であると認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、社会保険事務所における申立

人に係る記録から、昭和 22 年６月から同年８月までを 600 円とすることが

妥当である。 

６ 申立期間②については、Ａ社の人事に関する記録、雇用保険の記録及び元

同僚の証言から、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 26 年３月１日に同

社Ｂ工場から同社本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間（昭和 26 年２月）の標準報酬月額については、社会保険

事務所における申立人の記録から、6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は納付したとしているが、これを確認できる関連資料、周辺

事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府が当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日及び取得日に係る届出を社会保

険事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料、周辺事情

が無いため、行ったとは認められない。 



兵庫厚生年金 事案 363 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38年３月 11日から 42年４月 21日まで 

私は、昭和 38年３月 11日から 42年４月 21日までの間、Ａ社Ｂ支店に勤

めていたが、社会保険庁の記録によると、同社における厚生年金保険被保険

者期間については、脱退手当金が支給されたこととなっている。 

私には脱退手当金を請求した記憶が無い上、脱退手当金の支給決定日は、

私の海外への短期留学の出発翌日であり、脱退手当金を受け取れる状況にな

かったので、脱退手当金を受給したという記録には納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社Ｂ支店を昭和 42年４月 20日付けで退職した際、当時、公務

員であった父親と話し合い、国民年金にすぐに加入することとしたとしている

ところ、社会保険庁の記録によると、申立人は、同社に係る脱退手当金の支給

決定日とされる同年５月25日の直前の同年５月23日に国民年金手帳の発行を

受け、同年４月分にさかのぼって厚生年金保険と途切れること無く国民年金保

険料を納付していることが確認でき、厚生年金保険と国民年金の両方を受給す

る意思で国民年金に加入することとしたとする申立人の主張は信 憑
ぴょう

また、申立人は、Ａ社Ｂ支店を退職後、60 歳を迎えるまでの間、複数回転

職しており、再就職までの間、国民年金への未加入期間が２回（２か月分）あ

るものの、それ以外は、公的年金に途切れること無く加入している上、第四種

被保険者資格を取得するなど、公的年金への加入意識及び保険料の納付意識の

高さがうかがえる。 

性が高く、

申立人が脱退手当金を請求する意思を有していたとは考え難い。 

さらに、Ａ社Ｂ支店によると、従業員の退職に際し、脱退手当金についての

口頭説明は行っていたが、会社側が脱退手当金を代理で請求し、受領すること



は無かったとしている。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



兵庫厚生年金 事案 364             

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31年３月 26日から 34年６月 21日まで 

             ② 昭和 34年６月 21日から 38年 12月 31日まで 

    60歳になる前に、Ａ社に勤めていたころの元同僚から、「Ａ社で厚生年金

保険に加入していたから、手続をすれば年金がもらえる。」と教えられ、社

会保険事務所で確認したところ、Ｂ社に勤めていたころの期間を含め、若い

ころに勤めていた期間については、すでに脱退手当金を受給していると知ら

された。Ｃ県で勤めていた昭和 31年３月から 38年 12月までの期間につい

て、その当時、厚生年金保険に加入していることすら知らなかった私が、Ａ

社を辞めてすぐに脱退手当金の請求をするはずもないので、調査をしてほし

い。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立てに係る事業所のうち、申立人が最後に勤務したＡ社において、昭和

38 年８月まで総務人事課に所属し、社会保険関係の事務を担当していた元同

僚の証言によると、同事業所では脱退手当金の代理請求は行っておらず、元同

僚自身は自分で請求手続を行ったとしており、事業主による代理請求が行われ

ていたとは考え難い。 

また、脱退手当金を請求する際、本来、過去のすべての厚生年金保険被保険

者期間を対象として請求するものであるところ、申立期間に係る最初の勤務先

であるＢ社の被保険者名簿には、申立人に係る脱退手当金の請求日が昭和 39

年２月 17 日である旨記されているが、これに続く最後の事業所であるＡ社の

被保険者原票には、脱退手当金の請求日が同年３月 30 日である旨記されてお

り、脱退手当金裁定請求書が別々に提出されていることになっている上、Ａ社

を退職して間もない同年２月 17 日に、この前の職場であるＢ社の厚生年金保

険被保険者期間についてのみ申請し、Ａ社における同期間を失念するとは考え

難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



兵庫厚生年金 事案 365 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社Ｂ営業所における資格取得日に係る記

録を昭和 36年 12月 21日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 8,000円

とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年 12月 21日から 37年２月 21日まで 

昭和 27年６月から平成９年８月までＡ社に勤務したが、昭和 36 年 12月

21 日付けで本社からＢ営業所に転勤した際、事務処理上のミスにより厚生

年金保険被保険者記録に２か月の空白期間が生じた。給料から厚生年金保険

料を継続して控除されていたはずであり、調査の上、記録を修正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の人事記録、給与・賞与支払台帳、複数の元同僚の証言及び雇用保険の

記録により、申立人がＡ社に継続して勤務（昭和 36年 12 月 21日に本社から

同社Ｂ営業所へ異動）し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社の給与・賞与

支払台帳の記録から、２万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ａ社人事課の担当者は、詳細は不明であるとしているものの、複数の元

同僚は、当時の同社Ｃ営業所の人事担当者のミスではないかと証言しているこ

とから、同社Ｂ営業所に勤務していた者の厚生年金保険の保険料納付等の手続

を行っていた同社Ｃ営業所が社会保険事務所の記録どおりの届出を行い、その

結果、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の保険料の納入の告知を行っ

ておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。



兵庫厚生年金 事案 366 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 37年５月から 38年４月までの期間につい

てＡ社に勤務していたことが認められる、かつ、事業主（Ａ社）は、申立人が

37年５月 26日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、38年５月 25日に同

資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認められることか

ら、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を 37 年５月

26 日に、同資格喪失日に係る記録を 38 年５月 25 日に訂正することが必要で

ある。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 37 年５月から同年９月ま

でを２万 8,000 円、37 年 10 月から 38 年４月までを２万 4,000 円とすること

が妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 38年４月 

    Ｂ県から実兄及び義兄を頼り、Ｃ社に入社し（実兄及び義兄は昭和 36年

４月から同社に勤務）、溶接、穴あけ加工、組立て等に従事していた。申立

期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 37年５月 26日から 38年５月 25日までの期間につい

ては、社会保険事務所の保管する、Ａ社に係る被保険者名簿の中に、申立人と

は生年月日が異なる（昭和 11年５月 10日）が同姓同名の者（昭和 37年５月

26日資格取得、38年５月 25日資格喪失）で基礎年金番号に未統合の厚生年金

保険被保険者記録が確認できる。 

また、申立人は「Ｃ社は大きい会社で、工場内に下請会社としてＡ社があり、

そこで作業していた。」としており、実兄や義兄についても、同社における厚

生年金保険の加入記録が確認できる。 

さらに、社会保険庁の記録によれば、別の加入記録を申立人の基礎年金番号

に統合する際に、生年月日が変更（昭和 11年５月 10日から同年 12月 10日に



変更）されていることが確認できることから、当該未統合記録は申立人のもの

であると認められ、未統合期間において申立人がＡ社に勤務し、厚生年金保険

の被保険者であったことが認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、未統合の厚生年金保険被保険者

記録から、昭和 37 年５月から同年９月までは２万 8,000 円、37 年 10 月から

38年４月までは２万 4,000円とすることが妥当である。 

一方、未統合記録の期間を除く申立期間については、申立人がＣ社（又はＡ

社。以下同じ。）に勤務していたかどうかについて、複数の元従業員の証言か

らは確認できない上、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を給与から控除

されていたことを示す関連資料（給与明細書、源泉徴収票等）も無い。 

また、社会保険庁が保管する申立てに係る事業所の被保険者名簿には、健康

保険番号に欠番も無く、厚生年金保険加入記録の欠落をうかがわせる事情は見

当たらない上、当該期間における当該事業所に係る申立人の雇用保険の被保険

者記録も確認できない。 

このほか、未統合記録の期間を除く申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



兵庫厚生年金 事案 367 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社Ｂ支店における資格取得日に係る記録

を昭和 40年７月 27日に訂正し、同年７月の標準報酬月額を３万 9,000円とす

ること、及び同社Ｃ支店における資格取得日に係る記録を 49年１月 26日に訂

正し、同年１月の標準報酬月額を 19万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年７月 27日から同年８月１日まで 

             ② 昭和 49年１月 26日から同年２月１日まで 

私は、昭和 38年４月１日から平成８年１月 31日まで継続してＡ社に勤務

しており、厚生年金保険料が給与から控除されていたので、厚生年金保険の

被保険者記録が欠落している申立期間を、厚生年金保険被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の人事記録及び雇用保険被保険者記録から、申立人は、同社において昭

和 38 年４月１日から平成８年１月 31 日までの間、継続して勤務し（40 年７

月 27日に同社Ｄ支店から同社Ｂ支店に異動、及び 49年１月 26日に同社本店

から同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①については、Ａ社Ｂ支店における社会保険事務所の記録か

ら、標準報酬月額を３万 9,000円とし、申立期間②ついては、同社Ｃ支店にお

ける同記録から、標準報酬月額を 19万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについて、事業主は、申立人の厚生年金保険料を納付していたものと思料す

るとしているが、新任店においては前任店の資格喪失日を資格取得日とすべき



ところ、誤った届けを行った可能性もあるとしている上、申立期間②のＢ支店

では、前任店は違うものの、申立人と同様に空白期間のある者も確認できるこ

とを踏まえると、事業主が申立人の厚生年金保険被保険者資格取得日を、申立

期間①については、昭和 40年８月１日とし、申立期間②については、49年２

月１日として社会保険事務所に届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る申立期間の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないものと認め

られる。 



兵庫厚生年金 事案 368 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社Ｂ出張所における資格取得日に係る記

録を昭和 35年６月 20 日に、同出張所における資格喪失日に係る記録を 40年

４月１日に、同社Ｃ営業所における資格取得日に係る記録を 40 年４月１日に

それぞれ訂正し、申立期間の標準報酬月額を、35 年６月から同年８月までは

１万 2,000円、40年３月及び同年４月は３万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否か明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35年６月 20日から同年９月 26日まで 

             ② 昭和 40年３月 31日から同年４月１日まで 

             ③ 昭和 40年４月１日から同年５月１日まで 

昭和 32年４月 10日に入社し、平成５年７月 31日に定年退職するまで同

一会社に在職し、正社員として月給を毎月受け取っていた。月給から、社会

保険料（厚生年金、失業保険等）を天引きされていた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、Ａ社発行の在職証明書及び雇用保険被保険者記録から

判断すると、申立人が同社に継続して勤務（昭和 35年６月 20日に同社Ｄ営業

所から同社Ｂ出張所へ異動、及び 40 年４月１日に同社Ｂ出張所から同社Ｃ営

業所へ異動）していたことが確認でき、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。   

また、申立期間①及び②の標準報酬月額については、Ａ社Ｂ出張所に係る社

会保険事務所の記録から、昭和 35 年６月から同年８月までを１万 2,000 円、

40年３月を３万円とし、申立期間③（40年４月）の標準報酬月額については、

同社Ｃ営業所に係る社会保険事務所の記録から、３万円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明であるとしており、このほかに確認できる関連資料及び周



辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府が当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日及び喪失日に係る届出を社会保険事

務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いため、行ったとは認められない。 



兵庫厚生年金 事案 369 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社Ｂ支店における資格取得日に係る記録

を昭和 40年２月 22日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かは明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

                

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年２月 22日から同年３月１日まで 

    昭和 40年２月 22日付けでＡ社Ｃ支店からＢ支店に転勤となった。当時の

社内規定では発令日を含め７日以内に新任店へ着任することになっていた

ので、厚生年金保険被保険者記録が空白になったと思われる。在職期間証明

書から、継続勤務は明らかであるので、年金記録の訂正をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＡ社の在職期間証明書から判断すると、申立人は、Ａ社

に継続して勤務し（昭和40年２月22日に同社Ｃ支店から同社Ｂ支店へ異動。）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｂ支店に係る社会保険事務

所の記録から、３万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は納付したとしているが、これを確認できる関連資料、周辺事情

は無いことから、納付したか否かは明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府が当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料、周辺事情が無いため、行っ

たとは認められない。 



兵庫厚生年金 事案 370 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社における資格喪失日に係る記録を平成３年

８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 36 万円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年７月 31日から同年８月１日まで 

    Ａ社では厚生年金保険料を 12 か月分控除されたが、社会保険事務所の記

録によると、厚生年金保険被保険者資格喪失日は平成３年７月 31 日となっ

ているため、厚生年金保険の記録が１か月欠落している。社会保険料の控除

を確認できる、２年及び３年の源泉徴収票を添付するので年金記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保有する資料「退職承認について」では、申立人の勤続期間が平成２

年７月 18日から３年７月 31日までとなっていることから、申立人が同年７月

31 日まで勤務したことが確認でき、平成３年分の源泉徴収票から厚生年金保

険料の控除が確認できる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社に係る社会保険事務所の記

録から、36万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は喪失届の手続において誤った処理をしたと証言していることか

ら、社会保険事務所の記録どおりの届出が事業主から行われ、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る平成３年７月の厚生年金保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。



兵庫厚生年金 事案 371 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ社Ｂ出張所における資格取得日に係る記

録を昭和 27年９月 20日に、資格喪失日に係る記録を 28年１月８日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を１万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かは明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間： 昭和 27年９月 20日から 28年１月８日まで 

Ａ社に勤務していた 42年間のうち、昭和 27年９月から同年 12 月までの

４か月間について、会社が厚生年金保険料を支払っていない事実を知った。

当該期間については、給与から厚生年金保険料を控除されていたので、厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における在籍証明書及び複数の元同僚の証言により、申立人が、同社に

継続して勤務し（昭和 27年９月 20日から 28年１月８日まで同社Ｂ出張所に

勤務）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社に係る社会保険事務所の記

録から、１万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明であるとしており、このほかに確認できる関連資料及び周

辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日及び喪失日に係る届出を社会保険事

務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いため、行ったとは認められない。



兵庫厚生年金 事案 372 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 15 年 10月から 18年４月までの厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、Ａ

社における資格取得日に係る記録を 15年 10 月 16日に訂正し、当該期間の標

準報酬月額に係る記録を、15年 10月から 17年８月までは 30万円、17年９月

から 18 年４月までは 32 万円、標準賞与額に係る記録を、15 年 12 月 10 日及

び 16年７月９日は２万円、同年 12月 13日は４万 2,000円、17年７月８日は

６万 1,000円、同年 12月 13日は７万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年９月 16日から 18年５月１日まで 

平成 15年９月に社員として雇用契約し、同年 11月の給与から保険料が控

除されていたが、厚生年金保険の加入が 18 年５月になっており納得できな

い。資格取得手続のミスがあったと会社から謝罪があり、早急に記録を訂正

すると聞いているので、よろしくお願いします。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社員名簿及び雇用保険被保険者通知書により、申立人が申立期間にＡ社にお

いて雇用されていたことが確認できる上、賃金台帳により、平成 15年 11月か

ら 20 年８月まで厚生年金保険料が給与から控除されていることが確認できる。 

また、事業主は、平成 15年 9月 16日に申立人を含む３人を雇い入れた際に、

厚生年金保険の加入手続を怠ったことを認めており、時効の２年を経過してい

る期間の記録を回復するため、申立人から委任を受けて第三者委員会に申し立

てを行っている。 

ただし、事業主が、厚生年金保険料は翌月控除であるとしていることから、

平成 15年９月については被保険者期間であると認めることはできない。 



これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人は、申立期間のうち、平成 15年 10月から 18年４月までの厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、賃金台帳に記載されている厚生年金保険料の控除額から判断して、当

該期間の標準報酬月額については、平成 15 年 10 月から 17 年８月までは 30

万円、17年９月から 18年４月までは 32万円、標準賞与額については、15年

12 月 10 日及び 16 年７月９日は２万円、同年 12 月 13 日は４万 2,000 円、17

年７月８日は６万 1,000円、同年 12月 13日は７万 3,000円とすることが妥当

である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主が届出を怠ったと認めていることから、社会保険事務所は、申立

人が主張する標準報酬月額及び標準賞与額に基づく保険料については納入の

告知を行っておらず（その後に納付される保険料に充当した場合又は保険料を

還付した場合を含む。）、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



兵庫厚生年金 事案 373 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 15 年 10月から 18年４月までの厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、Ａ

社における資格取得日に係る記録を 15年 10 月 16日に訂正し、当該期間の標

準報酬月額に係る記録を、15年 10月から 16年８月までは 30万円、16年９月

から 18 年４月までは 32 万円、標準賞与額に係る記録を、15 年 12 月 10 日及

び 16年７月９日は２万円、同年 12月 13日は４万 2,000円、17年７月８日は

６万 1,000円、同年 12月 13日は７万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年９月 16日から 18年５月１日まで 

平成 15年９月に社員として雇用契約し、同年 11月の給与から保険料が控

除されていたが、厚生年金保険の加入が 18 年５月になっており納得できな

い。資格取得手続のミスがあったと会社から謝罪があり、早急に記録を訂正

すると聞いているので、よろしくお願いします。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社員名簿及び雇用保険被保険者通知書により、申立人が申立期間にＡ社にお

いて雇用されていたことが確認できる上、賃金台帳により、平成 15年 11月か

ら 20年６月まで厚生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

また、事業主は、平成 15年 9月 16日に申立人を含む３人を雇い入れた際に、

厚生年金保険の加入手続を怠ったことを認めており、時効の２年を経過して

いる期間の記録を回復するため、申立人から委任を受けて第三者委員会に申

し立てを行っている。 

ただし、事業主が、厚生年金保険料は翌月控除であるとしていることから、

平成 15年９月については被保険者期間であると認めることはできない。 



これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間のうち、平成 15年 10月から 18年４月までの厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、賃金台帳に記載されている厚生年金保険料の控除額から判断して、当該

期間の標準報酬月額については、平成 15年 10月から 16年８月までは 30万円、

16 年９月から 18 年４月までは 32 万円、標準賞与額については、15 年 12 月 10

日及び 16年７月９日は２万円、同年 12月 13日は４万 2,000円、17年７月８日

は６万 1,000円、同年 12月 13日は７万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについて

は、事業主が届出を怠ったと認めていることから、社会保険事務所は、申立人が

主張する標準報酬月額及び標準賞与額に基づく保険料については納入の告知を

行っておらず（その後に納付される保険料に充当した場合又は保険料を還付した

場合を含む。）、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



兵庫厚生年金 事案 374 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 15 年 10月から 18年４月までの厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、Ａ

社における資格取得日に係る記録を 15年 10 月 16日に訂正し、当該期間の標

準報酬月額に係る記録を、15年 10月から 16年８月までは 30万円、16年９月

から 18 年４月までは 32 万円、標準賞与額に係る記録を、15 年 12 月 10 日及

び 16年７月９日は２万円、同年 12月 13日は４万 2,000円、17年７月８日は

６万 1,000円、同年 12月 13日は７万 3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年９月 16日から 18年５月１日まで 

平成 15年９月に社員として雇用契約し、同年 11月の給与から保険料が控

除されていたが、厚生年金保険の加入が 18 年５月になっており納得できな

い。資格取得手続のミスがあったと会社から謝罪があり、早急に記録を訂正

すると聞いているので、よろしくお願いします。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社員名簿及び雇用保険被保険者通知書により、申立人が申立期間にＡ社に雇

用されていたことが確認できる上、賃金台帳により、平成 15 年 11 月から 20

年８月まで厚生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

また、事業主は、平成 15年 9月 16日に申立人を含む３人を雇い入れた際に、

厚生年金保険の加入手続を怠ったことを認めており、時効の２年を経過して

いる期間の記録を回復するため、申立人から委任を受けて第三者委員会に申

し立てを行っている。 

ただし、事業主が、厚生年金保険料は翌月控除であるとしていることから、

平成 15年９月については被保険者期間であると認めることはできない。 



これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間のうち、平成 15年 10月から 18年４月までの厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、賃金台帳に記載されている厚生年金保険料の控除額から判断して、当該

期間の標準報酬月額については、平成 15年 10月から 16年８月までは 30万円、

16 年９月から 18 年４月までは 32 万円、標準賞与額については、15 年 12 月 10

日及び 16年７月９日は２万円、同年 12月 13日は４万 2,000円、17年７月８日

は６万 1,000円、同年 12月 13日は７万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについて

は、事業主が届出を怠ったと認めていることから、社会保険事務所は、申立人が

主張する標準報酬月額及び標準賞与額に基づく保険料については納入の告知を

行っておらず（その後に納付される保険料に充当した場合又は保険料を還付した

場合を含む。）、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

 



兵庫国民年金 事案 843 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年 11 月から３年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年 11 月から３年３月まで 

    私は、平成３年４月ごろ、当時 21 歳で学生であったが、国民年金のこと

を知って、市役所の出張所で加入手続をした。手続の際、「20 歳からの保険

料をさかのぼって納付できる。これは任意だが、納付することによって、将

来、年金を満額受け取れる。」と説明を受け、約１年半分の国民年金保険料

約 20 万円を一括して納付した。 

    平成 19 年８月に申立期間の国民年金保険料の納付記録が無いことを知っ

たが、申立期間当時、保険料を仕送りから何とか工面して、駅のすぐそばの

郵便局で納付したことをよく覚えているので、未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金制度では、20 歳以上の学生については、平成３年４月から強制加

入となった。申立人は、平成３年４月ごろに市役所の出張所で国民年金の加入

手続を行うとともに、20 歳にさかのぼって約 20 万円の保険料を一括して納付

したと申し立てているが、申立期間については強制加入となる前の任意加入対

象期間であり、当該期間については、さかのぼって保険料を納めることができ

ないため、申立人は、申立期間についての保険料を、制度上、納付することは

できなかった。 

また、社会保険庁のオンラインシステム上も、申立期間の国民年金保険料を

納付扱いとすることはできず、仮に申立期間に係る国民年金保険料を納付して

いた場合には、納付した保険料は還付されることとなるが、還付した記録も確

認できない。 

さらに、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す



関連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



兵庫国民年金 事案 844 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39 年８月から 49 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年８月から 49 年３月まで 

    私は、昭和 50 年か 51 年ごろ、特例納付により未納分の国民年金保険料を

納付できるということを広報で知り、市の公民館前で国民年金の加入手続を

した。その際、未納期間に係る納付書を受け取ったが、保険料が高額だった

ので、後日改めて納付した。領収書は紛失しており、現在保有していない。 

    平成 19 年７月に、社会保険事務所に国民年金保険料の納付記録を照会し

たところ、申立期間の保険料が未納だと言われたが、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録によると、①申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 51 年

１月に払い出されていること、及び②申立人は 50 年 12 月に昭和 49 年度分の

国民年金保険料を過年度納付していることが確認できるため、申立人は 50 年

12 月ごろに国民年金の加入手続を行ったものと推認できる。この時点におい

て、制度上、特例納付の対象となる期間は、36 年４月から 48 年３月までの期

間であるため、未納期間の保険料をすべて納付するためには、39 年８月から

48 年３月までの保険料を特例納付するとともに、48 年４月から 50 年３月まで

の保険料を過年度納付する必要がある。しかし、社会保険庁の特殊台帳の記録

によると、申立人は、上記のとおり、49 年４月から 50 年３月までの１年分の

保険料を 50 年 12 月に過年度納付していることが確認できるものの、48 年４

月から 49 年３月までの保険料については、過年度納付したことが確認できな

い上、当該記録に不自然な点もみられない。このことから、申立人は、50 年

12 月に 49 年度の１年分の保険料を過年度納付しているものの、特例納付を含

めた申立期間の保険料を納付していないものと考えられる。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を特例納付したことを示す関連資



料（確定申告書、家計簿等）が無い上、納付した金額についての申立人の記憶

もあいまいであり、ほかに申立期間について保険料を特例納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



兵庫国民年金 事案 845 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 47 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 47 年６月まで 

    私は、昭和 46 年からＡ市の現住所に住み始めたが、かねてから母に国民

年金に加入しておくよう言われていたので、47 年ごろ、Ａ市役所にて加入

手続を行った。同年７月に市の職員と名乗る女性の集金人が自宅に来たとき、

私が「もっと早くから加入しておけば良かった。」と話したところ、その集

金人に「今からでもさかのぼってかけられますよ。」と言われたので、次回

の集金日（同年 12 月 11 日）に、自宅で集金人に申立期間の保険料をまとめ

て納付した。納付した金額は預金から引き出すほどの大金ではなく、夫のボ

ーナスも支給されていた時期だったので自宅にある現金で納付した。確か５

～６万円程度だったと思う。 

    その当時、３人の子供の子育てや義母の介護で忙しくしており、領収書を

もらったかどうか覚えていない。また、年金に加入して日も浅かったため、

年金の内容がはっきり分からなかったが、さかのぼって納付した申立期間の

納付記録が無いのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付したことを示す関連資料(家

計簿、確定申告書等)が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人がさかのぼって国民年金保険料を納付したとする昭和 47 年 12

月 11 日は特例納付期間ではないため、申立人は 36 年４月までさかのぼって保

険料を納付することができない上、申立人の所持する国民年金手帳において、

任意加入により47年７月29日に資格取得している旨の記載が確認できること

から、申立期間は国民年金の被保険者としては取り扱われておらず、記録上も



制度上も国民年金に未加入の期間となる。 

さらに、昭和 45 年９月５日付けの「広報」において、時効保険料も納付で

きるとの記載が確認できるものの、対象者は強制加入者と高齢任意加入者に限

られ、任意加入者（配偶者が厚生年金保険加入者等）は対象とならない上、納

付できる期間は 47 年６月 30 日までとなっており、Ａ市においては法令に基づ

く特例納付制度に従った取扱いがなされていることが確認できる。 

加えて、申立人は集金人に申立期間の国民年金保険料をさかのぼって納付し

たとしているが、Ａ市によると、集金人が特例納付に係る保険料を収納するこ

とは無いとしている。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



兵庫国民年金 事案 846 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 40 年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 40 年９月まで 

    私は、申立期間当時、自営業を営んでいた。税務署に青色申告をしたら、

国民年金も強制なので入らなくてはいけないということで入ったと思う。市

役所から国民年金保険料を納付するようにとの通知が届いたので、自分で納

付していた。当時、自営業もうまくいっていたので保険料は十分納付できた。

金額は、結構高いと思いながらも払った覚えがある。昭和 40 年 10 月から事

業を開始したのでそれまでは国民年金保険料を払っていたと思う。国民年金

保険料を納付していたことを示すような資料については震災で罹
り

災し住居

が全壊したため残っていない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号の払出簿では、申立

人の国民年金手帳記号番号が払い出されたことが確認出来ない上、市において

も、申立人に係る国民年金被保険者台帳が作成されたことが確認できず、国民

年金被保険者索引票を見ても申立人に該当する者は見当たらない。 

さらに、申立人は、加入手続、保険料納付方法、国民年金手帳及び当時の国

民年金保険料額についての記憶が曖昧
あいまい

であり、ほかに申立人が国民年金に加入

していたことをうかがわせる事情も見当たらない。  

加えて、申立人の妻についても、申立期間については未加入期間となってお

り、国民年金保険料の納付は確認できない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



兵庫厚生年金 事案 375 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35年 12月 16日から 42年 12月１日まで 

私は、昭和 35年 12月 16日から 42年 11月 30日までＡ県のＢ社に勤めて

いたが、社会保険庁の記録によると、同社における厚生年金保険被保険者期

間の脱退手当金が支給されたこととなっている。 

私には脱退手当金を請求した覚えは無く、退職直後の昭和 42 年 12 月 4

日にＣ県からＤ県に転居し、当時使用していた銀行口座を転居前に閉鎖して

おり、脱退手当金を受け取れる状況になかったので、脱退手当金を受給した

という記録には納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保管するＢ社に係る申立人の厚生年金保険被保険者原票

を見ると、脱退手当金が支給されたことを意味する「脱」の表示が記されてい

る上、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る

厚生年金保険被保険者資格喪失日から 15日後の昭和 42年 12月 15日に支給決

定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、社会保険庁の記録によると、申立人は、Ｂ社を退職した昭和 42年 11

月 30日以降、50年４月までの約７年半（国民年金手帳記号番号払出日は同年

８月 21 日）、国民年金などの公的年金に加入しておらず、退職時において年

金の加入期間を通算して確保しようとした意思はうかがわれず、そのほか、申

立人が脱退手当金を受給していないことをうかがわせる周辺事情は見当たら

ない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



兵庫厚生年金 事案 376 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年１月１日から 31年９月１日まで 

私は、昭和 24年４月１日から 31年８月末までの間、継続してＡ社におい

て勤務していたが、私の厚生年金保険被保険者資格は、26 年１月１日付け

で喪失しており、申立期間には給料から厚生年金保険料が控除されていたに

もかかわらず、厚生年金保険の被保険者とされていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 24年４月１日から 31年８月末までの間、継続してＡ社にお

いて勤務していたとしているところ、当時の取引先の元営業課長によると、申

立人は、同年８月末まで同社で勤務していたとしており、申立人が申立期間中、

同社において勤務していたことは推認できる。 

しかし、社会保険庁の記録によると、Ａ社は、申立人が同社における厚生年

金保険被保険者資格を喪失した約半年後の昭和26年６月30日付けで全喪して

いることが確認でき（その後、35 年２月１日に再度適用事業所となる。）、申

立期間のうち、26年７月１日から 31年９月１日までの期間は厚生年金保険適

用事業所ではないことが確認できる。 

また、社会保険庁の記録によると、Ａ社は、申立人が同社において勤務を開

始した１か月後の昭和 24年５月１日に、申立人及び事業主を含む 17人を被保

険者として厚生年金保険の新規適用を受け、その後も従業員の採用等に係る厚

生年金保険被保険者資格の得喪の届出を行い、25 年 12 月 31 日時点では事業

主を含む 15 人（新規適用時からの在籍者６人、その後の採用者９人）が厚生

年金保険被保険者であったが、事業主を除く新規適用時からの在籍者５人全員

が 26 年１月１日付けで厚生年金保険被保険者資格を喪失し、４人が同年６月

28日付けで喪失、事業主を含む残り６人が同月 30日付けで全喪していること



が確認できる。 

さらに、申立人は、「Ａ社では、昭和 26 年ごろから給与の遅配があった。」

としていることから、事業主が経済的な事情により、従業員の厚生年金保険被

保険者資格を順次喪失させる旨の届出を行っていたことが考えられる。 

加えて、Ａ社は、昭和 49年 10月１日付けで解散し、事業主及び多くの従業

員が既に死亡していることから、当時の状況を確認することができない上、申

立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを示す関連資料（給与明細書、源泉徴収票等）は無く、ほかに申立人の

厚生年金保険料が事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

 

兵庫厚生年金 事案 377 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏 名 ： 女 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和７年生 

  住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 26年 10月９日から 37年１月１日まで 

  私は以前Ａ社に勤務していたが、知人に勧められ、昭和 54 年６月９日、

厚生年金保険被保険者の記録を社会保険事務所において念のため確認し、手

帳の類を会社から元々もらっていなかったので手帳を発行してもらい、社会

保険事務所の職員から、手書きの台帳まで見せてもらって、脱退手当金の支

払記録が無いことを確認した。 

  その際には、同じくＡ社に勤務していた妹が同行していたが、妹は脱退手

当金を受給しており、そのことも台帳で確認した。 

  60歳になって社会保険事務所に行ったところ、厚生年金保険被保険者期間

については脱退手当金が支払済みであるといわれたので、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していた事業所の被保険者台帳において、整理番号が申立人

（984番）の前後（900番から 1100番まで）の被保険者及び申立人の妹（1521

番）の前後（1400番から 1550番まで）の被保険者（約 300人）について調査

したところ、申立人が厚生年金保険被保険者資格を喪失した昭和 37 年４月前

後に資格喪失し、脱退手当金の受給要件となる２年以上の被保険者期間がある

女性が 23 人（申立人を含む。）確認でき、このうち 22 人が資格喪失後４か月

以内に脱退手当金の支給決定がなされている上、支給決定日が同一の者が３人

存在することから、当該事業所においては、申立人を含め退職者の脱退手当金

について代理請求を行っていたものと考えられる。 

また、申立人が所持している厚生年金手帳は、昭和 54 年６月５日に再発行

されたものであり、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が無いものの、

社会保険事務所によると、当時、年金記録照会時等に年金手帳を再交付してい



 

 

たが、「脱」表示をしていないこともあったとしている。 

さらに、受給した記憶が無いという申立人の主張以外に、申立人が脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

 

兵庫厚生年金 事案 378 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年６月 14日から 27年 10月３日まで 

    企業年金及び雇用保険被保険者証の資格取得日は会社の発令情報のとお

り、昭和 25年６月 14日となっているにもかかわらず、厚生年金保険の被保

険者資格取得日が 27年 10月３日になっており、実際の入社日と異なってい

る。私と同時期に入社した者は、入社と同時期から厚生年金保険被保険者期

間があり、私だけ入社時期と同時期から厚生年金保険被保険者の期間が無い

のは納得できない。また、雇用保険被保険者証に記載されているとおり、私

の名前が誤って届出されており、給与明細も同様に間違っていたと思うので、

社会保険事務所でも誤って登録されているかもしれないので、調査をお願い

したい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

在籍期間証明書及び雇用保険の記録から、申立人が申立期間にＡ社Ｂ支店に

勤務していたことは認められる。 

しかしながら、申立人が同じ日にＡ社Ｂ支店で採用されたとする元同僚二人

のうち一人については、同事業所における厚生年金保険被保険者期間が無く、

他の一人は、申立人と同じ日に同事業所において厚生年金保険被保険者資格を

取得している上、「厚生年金の記録のある昭和 27 年 10 月３日以前から同事業

所に勤務し、給料も同事業所からもらっていたが、厚生年金の記録が始まって

いる日が正式に採用された日であると思う。また、正式採用になった後に、給

与から厚生年金保険料を控除されていたと思う。」と証言している。  

また、申立人が同時期に入社し、入社時から厚生年金保険の被保険者期間が

あるとしている別の元同僚については、Ａ社の本店採用であり、本店採用であ

った他の者と厚生年金保険被保険者の資格取得日が同じであることが確認で



 

 

きる上、社会保険事務所の記録では、同社Ｂ支店において昭和 27年 10月３日

に厚生年金保険被保険者資格を取得している 22 人（申立人を含む。）のうち、

同支店での入社日が確認できた４人（申立人及び上述の証言をしている元同僚

を除く。）については、入社日と厚生年金保険被保険者資格取得日に相違（３

か月から１年３か月）があることが確認できる。 

さらに、Ａ社Ｂ支店の担当者は、「当時は、個人事業を営んでいた会社と、

協力班という形で業務提携していたが、徐々に直接雇用に切り替えていった経

緯がある。」としており、申立期間当時の同事業所の元担当者（給与計算及び

社会保険関係手続担当）は、「厚生年金保険に加入していない者から厚生年金

保険料を控除する事は無い。」と証言していることから、申立期間当時、事業

主は、支店採用であった者を入社と同時に厚生年金保険に加入させておらず、

加入させていなかった者からは保険料を控除していなかったと推認される。 

加えて、申立人は、厚生年金保険の記録において誤った氏名で記録されてい

るかもしれないと主張しているところ、社会保険事務所の管理する厚生年金保

険被保険者払出簿及びＡ社Ｂ支店に係る厚生年金保険被保険者名簿の氏名は、

誤った氏名が記載され訂正がされていることが確認できるものの、氏名訂正の

手続が適正に行われている上（雇用保険の記録においても氏名が訂正されてい

ることが確認できる。）、これらの名簿においては申立期間当時に申立人の氏名

の記載は無く、健康保険番号に欠番も見当たらず、記録に不自然な点は無い。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを推認できる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 



 

 

兵庫厚生年金 事案 379 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年１月 25日から 39年８月 30日まで 

昭和 25年１月から 39 年８月までの 14年間、Ａ市のＢ社に勤め、厚生年

金保険に加入していました。社会保険事務所に確認すると、その期間につい

ては脱退手当金を受給していると回答がありました。脱退手当金は一切受け

取ったことがありません。また、65 歳になるまで社会保険事務所に行った

ことがありません。調査願います。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚

生年金保険被保険者資格喪失日から約５か月後の昭和40年１月11日に支給決

定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、昭和 32 年か

ら 40 年にかけて当該事業所において厚生年金保険被保険者資格を喪失した者

のうち、脱退手当金の受給資格がある 42人中 31人について脱退手当金を受給

していることが確認できるほか、脱退手当金を受給している者のうち 27 人が

半年以内に支給決定されていることから、従業員の退職の際に当該事業所が脱

退手当金を代理請求していたことがうかがえる。 

さらに、受給した記憶が無いという申立人の主張以外に、申立人が脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



 

 

兵庫厚生年金 事案 380 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年２月 15日から 32年７月１日まで 

    私は、昭和 28年２月４日にＡ社に入社し、30年５月ごろから会社のガレ

ージ２階に住み、33 年３月３日まで継続して勤務していた。その間、一度

も会社を辞めていないのに、30 年２月 15 日から 32 年７月１日までの厚生

年金保険の被保険者期間が欠落している。 

    給与から保険料が控除されていたはずで、納得できないので、申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間において厚生年金保険料を給与から控除されていた記憶

が明確ではない。 

また、申立人が、Ａ社において昭和 32 年までトラックに同乗していたとす

る元同僚については、29年 11月に同社を退職したことが確認できる上、申立

期間当時、同社に在籍していた元従業員 12 人のうち４人は申立人のことを覚

えておらず、他の８人は申立人のことを覚えているものの、申立期間に申立人

が勤務していたかどうかについては分からないとしており、申立人の申立期間

における同社での勤務状況が明確ではない。 

さらに、社会保険事務所におけるＡ社に係る被保険者名簿を見ると、申立期

間に係る当該名簿の健康保険番号は連番で、欠番は無く、当該記録に不自然な

点はみられない上、社会保険庁における申立人に係る被保険者台帳の記録にお

いても、資格喪失の年月日欄に「30 年２月 15 日」、原因欄に「退職」と記載

されていることが確認できる。 

このほか、申立人が申立期間にＡ社に勤務し、厚生年金保険料を給与から控

除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

 

兵庫厚生年金 事案 381 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年４月１日から 36年２月 10日まで 

    私は、申立期間にＡ社で仕事をしていた。勤務は１日８時間、１か月の勤

務日数は 25 日であったことを覚えている。社会保険事務所の厚生年金保険

の記録を確認したところ、当該事業所での私の加入記録が無いので納得でき

ない。確かに勤務していたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者

であったことを認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の詳細な申立内容並びに当時の元同僚及び元事業主の家族等の証言

から、申立人が申立期間において申立てに係る事業所に勤務していたことは推

認できる。 

しかしながら、Ａ社における当時の元同僚及び元事業主の家族等からは、申

立人が申立期間に同事業所において厚生年金保険に加入していたことを裏付

ける証言が得られない上、同事業所は既に廃業し、人事記録、在籍証明等がす

べて滅失しており、申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除の有無につい

て確認することはできない。 

また、元同僚は、「当時、Ａ社には、中学校を卒業して採用された者につい

て 12か月間の試用期間があり、私も 12か月間は厚生年金保険に加入させても

らえなかった。」と証言しており、社会保険庁の記録から、当該元同僚が同事

業所において 17 歳で厚生年金保険被保険者資格取得していることが確認でき

ることから、同事業所では一定期間の試用期間があったことが推認できる。 

さらに、社会保険事務所が保管している申立期間に係るＡ社の厚生年金保険

被保険者名簿を見ると、申立人の氏名は記載されていない上、同名簿の整理番

号には欠番も無く、記録に不自然な点はみられない。 



 

 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

 

兵庫厚生年金 事案 382 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年２月から 34年 11月まで 

             ② 昭和 36年２月から同年６月まで 

私は、Ａ社Ｂ工場に勤務していたが、会社都合による退職の際に厚生年金

保険証書を交付され、以降の就職の際は必ず厚生年金保険証書を勤務先に提

出するように説明を受けた。その後昭和33年１月31日に運転免許を取得し、

同年２月に父方の叔母
お ば

    

が専務を務めるＣ社に就職した。申立期間について、

厚生年金保険に加入していたことを認めてほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の詳細な申立内容及び複数の元同僚等の証言から、申立人が申立期間

中において、Ｃ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人が申立期間①及び②において厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていた事実を確認できる関係資料（給与明細書等）は

無い上、事業主は当時の記録を保管しておらず、申立人に係る勤務実態や厚生

年金保険の適用状況について確認することができない。 

また、当時の元同僚等に聴取したところ、申立人が同事業所に勤務していた

ことを推認できる証言は得られたものの、当時、申立人が厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことをうかがわせる証言を得ることはで

きない。 

さらに、社会保険事務所が管理する同事業所に係る厚生年金被保険者名簿に

申立人の氏名は記載されておらず、同名簿に不自然な点もみられない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を控除されていたことを

うかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 



 

 

兵庫厚生年金 事案 383 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者であったと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年５月１日から同年８月１日まで 

    Ａ社からＢ校教官として出向中、それぞれから給料が出ており、給料から

国家公務員共済組合費と船員保険料が引かれていた。保険料の二重払いを避

けるため、昭和 34 年８月分のＡ社の給料から船員保険料を引くのを止めて

もらったが、同年５月分から同年７月分については船員保険料を払ったのは

間違い無いので、申立期間を船員保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ校の勤務記録により、申立人は昭和 34年４月 25日から 35年３月 31日ま

で、「文部教官教育職２等級（Ｂ校教諭）」であったことが確認できることから、

恩給法第 20 条第２項第３号の規定により、申立期間当時申立人は、恩給法の

適用がある者に該当する。 

また、船員保険法第 17 条の規定により、国に使用される者で恩給法の適用

がある者は、船員保険の被保険者にならないとされている。 

さらに、社会保険事務所が保管する船員保険被保険者名簿により、申立人の

船員保険の被保険者資格喪失日が昭和 34 年５月１日であることが確認できる

上、Ａ社が保管する申立人に係る船員保険の被保険者資格についての手続記録

からも、同日が資格喪失日であることが確認できる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人は、申立期間について、船員保険被保険者であったと認めること

はできない。 



 

 

兵庫厚生年金 事案 384 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年９月６日から 42年 12月 30日まで 

           ： ② 昭和 43年６月８日から 46年７月１日まで 

Ａ社及びＢ社に勤務した期間の厚生年金保険の被保険者期間について、私

は脱退手当金をもらった覚えが無いので、申立期間について被保険者期間で

あることの確認を求める。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁のオンライン記録に、申立期間の脱退手当金の支給記録があるほ

か、申立人に係る被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表

示が記されており、同表示は、同様に脱退手当金を受給している他の２名の元

同僚の記録にも見られる。 

また、社会保険事務所は、申立人に係る脱退手当金裁定請求書及び脱退手当

金計算書を保有しており、当該請求書等には、申立人の押印がある上、小切手

の交付日等が確認できる。 

さらに、脱退手当金を支給する場合は、本来、過去のすべての厚生年金保険

被保険者期間をその計算の基礎とするところ、申立期間より前の３事業所に係

る申立人の被保険者期間については、その計算の基礎とされていないが、当該

３事業所と申立期間に係る２事業所とは異なった被保険者記号番号で管理さ

れていたこと、及び脱退手当金裁定請求書の「前に被保険者として使用された

事業所の名称・所在地及び勤続期間」の欄に、申立期間の２事業所のみが記入

され、申立期間前の３事業所は記入されていないことから、申立人は、その３

事業所での被保険者期間を確認しないまま、脱退手当金の請求を行ったことが

確認できる。 



 

 

加えて、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、一連の事

務処理に不自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 




